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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、次の基本的な考え方に沿って、当社グループの持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を目指し、常に最良のコーポレートガバ
ナンスを追求し、その充実に継続的に取り組みます。

（1）株主の権利が実質的に確保されるよう努めるものとし、株主の実質的平等性を確保する。

（2）ステークホルダーとの適切な協働に努め、健全な事業活動倫理を尊重する企業文化・風土の醸成に努める。

（3）当社グループの財政・経営その他の情報を適切に開示し、透明性を確保する。

（4）取締役会は、企業戦略に基づく積極果敢な経営判断を行う環境整備を行うとともに、取締役に対する実効性の高い監督を行う。

（5）株主との間で建設的な対話を行う。

なお、経営環境が急速に変化する中、当社は、経営に関する意思決定のスピードをさらに高めるとともに、取締役会における審議の一層の充実、
経営の監督機能の強化、経営の透明性・公正性を高めることを目的として、2026年6月24日開催の第5回定時株主総会の決議により「監査等委員
会設置会社」に移行しました。監査等委員会設置会社への移行により、取締役会における監督と執行の分離を明確化し、独立性の高い社外取締
役が監査等委員として経営監督に直接関与する体制を構築します。

当社は、医薬品の研究開発および製造・品質管理といった高度な専門性を必要とする事業領域において、法令遵守・品質確保・リスク管理を徹底
することが企業の社会的責任の根幹であると考えております。監査等委員会が中心となって内部統制・コンプライアンス体制を継続的に評価・監
督することで、ガバナンスのさらなる強化を図ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードに制定されている原則について、すべて実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は、取締役会において「あすか製薬ホールディングス株式会社コーポレートガバナンス基本方針」（以下「当社基本方針」とします）を定めて当
社ホームページに開示しており、当社基本方針に基づき、以下のとおりコーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しております。

当社ホームページ＜コーポレートガバナンス基本方針＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/governance/governance.html

【原則1-4 政策保有株式】

（1）上場株式の政策保有に関する方針

当社は、事業拡大や取引関係の維持・強化等の観点から当社グループの企業価値の維持・向上に資すると判断した株式につき、政策的に長期
保有する。

ただし、当該株式については個別に、保有先の企業業績・財務状況、収益性・成長性を示す経営指標、保有の便益と資本コストの対比等を取締
役会にて精査・検証し、保有の意義が必ずしも十分でないと判断される株式については保有先との対話結果等を踏まえた上で縮減を図ることとす
る。

（2）政策保有株式に係る議決権行使に関する基準

政策保有する株式の議決権行使は、以下の方針に則り実施する。

1．保有先との取引関係等を踏まえつつ、その企業業績・財務状況、株主への利益還元姿勢等の検証を通じて、当社グループの企業価値の維持・
向上に資するか否かを総合的に判断する。

2．企業価値や株主利益向上への取り組みに問題があると判断される議案に対しては、保有先との対話結果等を踏まえた上で、その問題の改善
に資する内容で議決権行使する。

【原則1-7 関連当事者間の取引】

（1）当社が役員との間で法令に定める競業取引および利益相反取引を行う場合や、主要株主との間で取引を行う場合には、必ず取締役会による
承認を得ることとする。また、当該取引のうち、法令上開示が必要な事項については適切に開示する。

（2）当社は、重要事実管理ならびに役職員等による当社株式等の売買等に関する社内基準を遵守し、関係者による当社株式等の内部者取引を
未然に防止する。

【補充原則2-4-1 中核人材の登用等における多様性の確保】

当社は、長期ビジョン「ASKA VISION 2035」および中期経営計画2028を策定し、持続的成長と社会課題の解決の両立を目指し、ヘルスケア領域

におけるさまざまな課題の解決に寄与してまいります。その実現のために、私たちは、国籍、人種、性別、年齢、様々な職歴を持つキャリア採用者
など多様な人材の採用・起用を積極的かつ継続的に行うことで組織力を強化し、企業価値の最大化を図ります。

当社は、中期経営計画の戦略のひとつとして「人材育成とDXの推進により組織力の向上」を掲げており、各組織の専門性と生み出す力を高める



べく、グループを挙げて「新規事業や環境変化に対応できる人材育成・獲得」と「女性やキャリア、シニアなど多様な人材が活躍できる環境づくり」
を目標に取り組んでおります。引き続き、従業員一人ひとりの特性や能力を最大限活かせる職場環境の整備や教育研修などの取り組みを進め、
人事施策を実行してまいります。

また、将来の経営の中核を担う管理職層においても、多様性の確保が重要との認識のもと、特に、女性管理職比率においては、女性活躍推進法
に基づき目標を設定いたします。

企業の中核人材における多様性の確保に関する内容は、当社ホームページに開示しております。

当社ホームページ＜人的資本・労働慣行＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/csr/social/labor_practices.html

【原則2-6 アセットオーナー】

当社グループでは、東京薬業企業年金基金を通じて企業年金の積立金の運用を行っております。加入企業として、企業年金の運用が従業員の
安定的な資産形成や当社の財政状態に影響を与えることを十分に認識し、人材の配置を含めて適切な体制の下で企業年金の運用が行われるよ
うモニタリングしております。

【原則3-1 情報開示の充実】

（1）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

経営理念…先端の創薬を通じて、人々の健康と明日の社会に貢献する

当社ホームページ＜長期ビジョン ASKA VISION 2035＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/strategy/vision/

当社ホームページ＜中期経営計画＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/strategy/mid_plan.html

（2）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書Ⅰ１．「基本的な考え方」および「当社基本方針」をご覧ください。

（3）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

本報告書Ⅱ１．【取締役報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご覧ください。

（4）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

・取締役は、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理観を有している者から選任する。

・社外取締役は、当社が定める社外役員の独立性に関する基準に照らし、当社の経営からの独立性が認められる者から選任する。

・取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる取締役で構成することとし、取締役会全体としての多様性に配慮する。

・新任の取締役候補者は、本条を踏まえ、グループ指名委員会における公正、透明かつ厳格な審議を経て、取締役会で決定される。

（5）取締役会が上記（4）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役候補者の指名理由については、社内取締役も含めた全取締役について、株主総会参考書類に記載することとしております。また、経営陣
幹部の解任が生じた場合は、解任理由を開示いたします。

【補充原則3-1-3 サステナビリティについての取組み】

当社は、サステナビリティについての取り組みを推進するため、社内に「ESG委員会」を設置しております。また、「先端の創薬を通じて人々の健康
と明日の社会に貢献する」という経営理念のもと、事業活動を通じた社会課題の解決を経営の重要課題と位置づけ、サステナビリティ経営を推進
しております。2023年4月には、これまでの取り組みをさらに加速させるため、サステナビリティ担当取締役の選任と、グループ経営企画部内に専
門部署を設置し、体制を強化しました。ESG委員会は、ESG推進会議および推進責任者会議と連携し、重要課題（マテリアリティ）の特定や戦略の
策定を行い、その結果を取締役会に報告・答申することで、サステナビリティに関する重要事項を経営判断へ適切に反映しております。また、ESG
に関するリスクおよび機会については、全社的なプロセスに基づき識別・評価・管理を行うとともに、バリューチェーンマッピング（VCM）を活用し、重
要項目の優先順位付けおよび継続的なモニタリングを実施しております。

人的資本や知的財産への投資等については、経営戦略・経営課題との整合性を持たせるとともに、わかりやすい情報開示に取り組んでまいりま
す。

当社ホームページ＜サステナビリティ＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/csr/

また、気候変動問題についても、当社は経営の重要課題と位置づけており、VCMにより、リスク・収益機会の情報を収集・分析し、事業を俯瞰した
上で優先順位を付けて経営戦略へ反映させております。

TCFD提言に沿った、ガバナンス・戦略・リスク管理・指標及び目標の観点から情報開示を行うとともに、シナリオ分析やインターナルカーボンプライ
シングの導入等を通じて、脱炭素に向けた取組みを推進しております。

当社ホームページ＜TCFD提言に基づく情報開示＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/csr/sustainability/tcfd.html

さらに、当社は自然資本および生物多様性の保全についても重要課題と認識しており、TNFD提言に沿った情報開示を開始しております。

LEAPアプローチに基づき、当社の事業活動と自然との関係（依存および影響）の把握を進めるとともに、水資源や廃棄物等に関するリスクおよび
機会の評価・管理を行い、環境負荷低減に取り組んでおります。

当社ホームページ＜TNFD提言に基づく情報開示＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/csr/sustainability/tnfd.html

【補充原則4-1-1】

取締役会は原則毎月1回、必要ある場合は臨時取締役会を随時開催し、法令、定款および当社関連規程の定めに従い、企業戦略等の大きな方
向性を示し、それに基づいて経営計画等の経営および業務執行の重要事項を決定し、業務執行を監督する。また、取締役は企業戦略の方針およ
び経営等の重要事項の決定、監督機能の強化など経営・監督機能に専念する。必要に応じて取締役会から代表取締役に重要な業務執行の決定
の一部を委任することにより、意思決定の迅速化を図っている。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

本報告書Ⅱ１．【独立役員関係】「その他独立役員に関する事項」をご覧ください。



【補充原則4-10-1 指名委員会・報酬委員会】

本報告書Ⅱ１．【任意の委員会】「指名委員会または報酬委員会に相当する任意の委員会の有無」、「任意の委員会の設置状況、委員構成、委員
長（議長）の属性」、「補足説明」をご覧ください。

【補充原則4-11-1】

取締役は、定款の定めに従いその員数を14名以内とし、取締役（監査等委員である取締役を除く）は10名以内、監査等委員である取締役は4名以
内とする。また、コーポレートガバナンス体制を強化し、外部の新しい見識を当社の経営に活かせるよう、独立性のある社外取締役を過半数とす
る。

（取締役スキルマトリックス）

当社取締役のスキルマトリックスにつきましては、本報告書最終ページをご覧ください。

【補充原則4-11-2】

取締役が他の上場会社の役員を兼任する場合、当社取締役としての役割および責務を果たせる範囲に限るものとする。また、当社は、毎年重要
な兼職の状況につき各取締役に書面で確認し、その内容を適時適切に開示する。

【補充原則4-11-3】

当社は、取締役会の実効性に関する現状認識と更なる向上を目的に、全取締役に対するアンケートを毎年実施することとしております。アンケート
の実施、結果の分析にあたっては、外部機関を活用し、透明性および実効性を確保しております。

アンケートの大項目は以下のとおりです。

Ⅰ）構成・運営

Ⅱ）経営戦略と経営計画

Ⅲ）リスク管理

Ⅳ）指名・報酬

Ⅴ）株主等との対話

実施したアンケート結果をもとに評価・分析したところ、当社取締役会は適切に機能しており、取締役会全体の実効性が確保されていることを確認
いたしました。

当社取締役会は、今回の評価結果を踏まえ、更なる取締役会の機能充実を図るとともに、今後も取締役会の実効性の向上に努めてまいります。

【補充原則4-14-2】

（1）当社は、取締役および執行役員がその役割・責務を果たすために必要とする、経済情勢、業界動向、法令遵守、コーポレートガバナンス、およ
び財務会計その他の事項に関する情報を収集・提供し、職務執行を支援する。

（2）当社は、社外取締役を含む取締役に対し、その就任後適時に、当社グループの経営環境、経営課題および経営戦略等の求める情報を円滑
に提供し、取締役としての役割・責務を支援する。

（3）必要と考える場合には、外部専門家の助言や講習会参加等の機会を提供することとし、その費用は会社で支援する。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現のため、株主・投資家から適切な評価と信頼を得ることが不可欠と考え、株主・投資
家との対話を合理的かつ継続的に実施する。

また、IR活動を通じ、株主・投資家に対し、当社グループの経営戦略・業績・財務状況・資本政策等を適切に開示・説明することで、株主・投資家に
よる経営戦略等の理解を充実させることに努める。

当社は、IR活動等を含む株主・投資家との建設的な対話を促進するため、取締役の中から担当取締役を選任する。担当取締役は、株主・投資家
との対話全般について統括し、建設的な対話の実現に努める。

実際の対話は、担当取締役の他、株主・投資家の希望と面談の主な関心事項も踏まえた上で、取締役およびその他指名された者が行うが、正確
な情報を提供するべく担当部署が各部門と連携の上、対話者を補助する。

対話がより建設的かつ有意義なものとなるよう、適切な情報発信と開示内容や対話手段の充実にも継続的に取り組み、対話内容は必要に応じ、
担当取締役を通して取締役会にフィードバックする。

また、対話に際しては、別途定める「グループ広報規程」に従い、未公開の重要情報を特定の者に選別的に開示しないこととする等、インサイダー
情報の適切な管理にも努める。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年5月20日

該当項目に関する説明

当社は資本収益性向上に向けた取り組み、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について現状評価を行い、改善に向けた方針・
取り組みに関して継続的に議論を重ねています。

アップデートした内容を当社ホームページに開示しております。

当社ホームページ＜中期経営計画＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/strategy/mid_plan.html



２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,670,300 9.40

NIPPON ACTIVE VALUE FUND PLC 2,399,100 8.44

武田薬品工業株式会社 2,204,840 7.76

ゼリア新薬工業株式会社 1,877,900 6.61

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,138,700 4.00

株式会社三菱UFJ銀行 1,100,515 3.87

NAVF SELECT LLC 848,400 2.98

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS MARGIN（CASHPB） 789,767 2.78

山口隆 707,758 2.49

CACEIS BANK, LUXEMBOURG BRANCH/AIF CLIENTS ASSETS 593,000 2.08

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況については、2026年3月31日の状況を記載しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 医薬品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

7 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

粟林 稔 他の会社の出身者

榎戸 康二 他の会社の出身者

苅田 香苗 学者

加藤 聖子 学者

ジェームス・フェリシアーノ 他の会社の出身者

木村 高男 他の会社の出身者

山下 功起 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

粟林 稔 　 ○ ―――

日本企業と外国企業の海外進出コンサルティ
ング業務に長年にわたり従事し、企業経営や
業務執行の監督に深い見識を有しているほ
か、貿易および国内外の流通に関する豊富な
知見に加えて米国コンサルティング会社での海
外勤務経験を有しており、当社グループの経営
に対し適切な助言・監督を行っていただけると
判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。

榎戸 康二 　 ○ ―――

大手電機メーカーの経営者として長年にわたり
活躍し、企業経営や業務執行の監督に深い見
識を有しているほか、事業再生・新規事業分野
における豊富な経験、さらには海外勤務で培っ
たグローバルな視点も兼ね備えており、当社グ
ループの経営に関する適切な助言・監督を行っ
ていただけると判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。

苅田 香苗 　 ○ ―――

医学者として公衆衛生学の分野における高い
レベルの専門知識と幅広い経験を有しており、
さらには男女共同参画への積極的な取組みな
どから、「女性の健康への貢献」を目指す当社
グループの経営に対し適切な助言・監督を行っ
ていただけると判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。

加藤 聖子 　 ○ ―――

医学者として産婦人科領域における最高レベ
ルの専門知識と幅広い経験を有しており、社外
取締役として独立した立場から、当社グループ
の医薬品事業開発等における重要事項の決定
および業務執行の監督等に重要な役割を果た
していただけると判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。

ジェームス・フェリシアーノ 　 ○ ―――

外資系製薬企業で事業統括部長や日本法人
代表取締役を歴任し、製薬企業の経営とグ
ローバルビジネスにおける極めて高度な知見と
豊富な経験を有しているほか、業界内外にお
ける豊富な人的ネットワークを有しており、グ
ローバル化およびダイバーシティ強化を目指す
当社グループの経営に対し適切な助言・監督
を行っていただけると判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。



木村 高男 ○ ○ ―――

外資系大手製薬企業の事業開発部門で要職
を務めた経験から、高度で専門的な知識を有し
ており、当社の経営に対し適切な助言・監督を
行っていただけると判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。

山下 功起 ○ ○ ―――

税理士として税務、財務および会計等における
高度な知識と豊富な業務経験を有しており、当
社の経営に対し適切な助言・監督を行っていた
だけると判断いたしました。

また、当社の定める社外役員の独立性に関す
る基準および東京証券取引所の定める独立役
員の要件をすべて満たしており、当社の一般株
主との間に利益相反を生じる恐れがないことか
ら、独立役員として指定いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会の職務を補助すべき専任の使用人は配置しておりませんが、グループ監査部が監査等委員会および常勤の監査等委員である取
締役の職務を補助しております。

なお、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人の配置を求めた場合は、取締役会決議により、当該使用人を配置することとしております。監
査等委員会の職務を補助する使用人は、監査等委員会の指示に従って業務を行い、当該指示に関する限りにおいては、他の取締役（監査等委
員である取締役を除く）の指揮命令は受けないものとすることで、独立性を確保しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人は、定期的に、また必要に応じて会合を開催し、監査計画、監査結果等について意見交換を行うなど、緊密な連携を
図っております。

また、会計監査人と監査等委員、財務責任者および経営者との間でも適宜意見交換を実施し、コーポレート・ガバナンス体制の維持・強化に努め
ております。

内部監査部門については、グループ監査部が内部監査規程に基づき監査を実施しております。監査結果は社長および専務に直接報告するととも
に、監査等委員会および経営会議へ報告しております。

また、監査等委員会とグループ監査部は、定期的に、また必要に応じて会合を開催し、監査計画や重点監査項目等について意見交換を行うな
ど、連携を図っております。

さらに、監査対象部門に対しては、監査結果に基づく助言を行い、自発的な改善を促すことで、内部統制システムの整備・運用の向上に努めてお
ります。



【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

グループ指名委員会 3 0 0 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

グループ報酬委員会 3 0 0 3 0 0
社外取
締役

補足説明

(1)グループ指名委員会の役割

グループ指名委員会は、取締役会から独立した諮問委員会として、取締役の選任・解任および再任手続において、当社グループの業績等も踏ま
えた上で公正かつ透明性の高い審議を行い、委員会案を決定し、取締役会に答申する。

(2) グループ指名委員会の構成

グループ指名委員会は、社外取締役で構成することとし、取締役会が選任する。

(3) グループ報酬委員会の役割

グループ報酬委員会は、取締役会から独立した諮問委員会として、取締役の報酬に関わる事項について、公正かつ透明性の高い審議を行った
上で委員会案を決定し、取締役会に答申する。

(4) グループ報酬委員会の構成

グループ報酬委員会は、社外取締役で構成することとし、取締役会が選任する。

グループ指名委員会およびグループ報酬委員会は、それぞれ委員全員が社外取締役であり、独立性を確保しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を有する社外役員をすべて独立役員に指定しております。

当社と独立役員との関係について、下記の当社の社外役員の独立性に関する基準に抵触しないものについては記載を省略しております。

社外役員の独立性に関する基準

1．本基準における独立性を有する社外役員とは、法令上求められる社外役員としての要件を満たす者、かつ次の各号のいずれにも該当しない者
をいう。

(1)当社およびその子会社（以下「当社グループ」という）の業務執行者（注1）、またはその就任前10年間において当社グループの業務執行者で
あった者

(2)当社の主要株主（注２ 過去3年間において主要株主であった者を含む）、その者が法人・団体等である場合の業務執行者、もしくは当社グルー

プが主要株主になっている（過去3年間において主要株主であった場合を含む）法人・団体等の業務執行者

(3)当社グループと重要な取引関係がある会社（注３）またはその親会社もしくはその重要な子会社の業務執行者

(4)当社グループから役員報酬以外に多額の報酬その他財産（注４）を得ている弁護士や会計士、コンサルタント等または法人・団体等の業務執
行者

(5)当社グループから一定額を超える寄付等（注５）を受けている法人・団体等の業務執行者

(6)当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者または過去3年間において当社グループの会計監査人である監査法人に所属してい
た者

(7)当社グループから取締役を受入れている、または過去3年間において当社グループから取締役を受入れていた会社またはその親会社もしくは
その子会社等の業務執行者

(8)上記(1)から(7)までのいずれかに該当する者の配偶者または二親等以内の親族

(9)その他、当社の一般株主全体との間で上記（1）から（8）までで考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反が生じるおそれが
ある者

（注1）業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、その他これらに類する役職者をいう。

（注2）主要株主とは、総議決権の10％以上を直接または間接に保有する株主をいう。

（注3）重要な取引関係がある会社とは、以下のいずれかに該当する者をいう。



(ⅰ) 当社グループを重要な取引先とする者

直前3事業年度のいずれかにおいて、その者の連結売上高の2%を超える金額の支払を当社グループから受けた者

(ⅱ) 当社グループの重要な取引先である者

直前3事業年度のいずれかにおいて、連結売上高の2％を超える金額の支払を当社グループに行っている者、または直前事業年度末における当
社グループの借入額が当社連結総資産の2％を超える融資を当社グループに行っている者

（注4）多額の報酬その他財産とは、直前3事業年度平均で年間1,000 万円、当該財産を得ている者が法人・団体等の場合は、直前3事業年度平均

で当該団体等の直前事業年度における年間総収入の2％をそれぞれ超える報酬その他財産上の利益をいう。

（注5）一定額を超える寄付等とは、当社が行った寄付等が、直前3事業年度平均で年間1,000 万円か当該法人・団体等の直前事業年度における

年間総収入の2％のいずれか大きい額を超える寄付・助成をいう。

2．上記（1）から（9）のうち抵触するものがある場合でも、グループ指名委員会がその独立性を総合的に判断し独立性を有する社外役員として相
応しい者と認められれば、独立性を有する社外役員候補者として選定することができる。

その場合においては、当該人物が会社法上の社外役員の要件を充足しており、独立性を有する社外役員として相応しいと判断した理由等につい
て対外的な説明ができることを条件とする。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

短期インセンティブとなる業績連動賞与は、取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）に対し支給するものとします。

役付取締役へは年額固定報酬に役位（職位）毎に定めた賞与算出係数と前年度の会社業績（営業利益等）に応じた支払係数を乗じることにより
賞与支給額を決定し、毎年一定の時期に支給するものとします。

また、使用人兼務取締役へは、使用人分賞与に包括しインセンティブ付けを行うものとします。

中長期インセンティブとなる株式報酬については、2021年6月24日開催の臨時株主総会において、当時の社外取締役を除く取締役（現在の機関設
計では、監査等委員および社外取締役を除く取締役）に対して、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆
様との一層の価値共有を進めることを目的として、在籍条件型の譲渡制限付株式報酬制度を導入することが決議されました。2026年6月24日開
催の第5回定時株主総会においては、株主の皆様とのより一層の価値共有を進めることを目的として、あらたに業績連動型の譲渡制限付株式報
酬制度を導入することが決議されました。また、社外取締役（監査等委員である取締役を除く）に対しても、経営の監督機能を十分に機能させるこ
と、および、少数株主の利益を代弁する役割を期待することを目的として、在籍条件型の譲渡制限付株式報酬制度を導入することが決議されまし
た。

取締役（監査等委員である取締役を除く）に対して支給する金銭債権の総額は、「在籍条件型譲渡制限付株式報酬」として年額70百万円（うち監
査等委員である取締役を除く社外取締役に対して10百万円）以内、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）に対して支給する金
銭債権の総額は、「業績条件型譲渡制限付株式報酬」として年額70百万円以内、合わせて年額140百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使
用人分給与を含みません。）と決議されています。また、対象取締役に対して発行又は処分される当社普通株式の総数は、「在籍条件型譲渡制限
付株式報酬」として年70,000株（うち監査等委員である取締役を除く社外取締役に対して10,000株）以内、「業績条件型譲渡制限付株式報酬」とし
て年70,000株以内、合わせて年140,000株以内と決議されています。

報酬の決定方法・方針につきましては、本報告書Ⅱ1.【取締役報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご覧ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役および監査役の2025年度に係る報酬等の総額は以下のとおりです。

取締役（社外取締役）5名（5名）の報酬等の総額は40百万円（40百万円）。監査役（社外監査役）6名（3名）の報酬等の総額は50百万円（13百万
円）。合計（社外役員）の報酬等の総額は90百万円（53百万円）。

・取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれておりません。

・対象となる役員の員数は、当社より報酬が支払われた役員の員数です。上記のほか、当社の取締役5名が子会社（あすか製薬株式会社および
あすかアニマルヘルス株式会社）から受けた報酬等の総額は、固定報酬・業績連動賞与・譲渡制限付株式報酬を合わせて266百万円です。

・業績連動報酬等にかかる業績指標は営業利益等の業績指標とESG関連の非財務指標です。その実績は営業利益5,834百万円、売上高71,127
百万円、ROE8.0％です。当該指標を選択した理由は、経営目標達成の指標として重要なものであり、業績連動報酬に係る指標に適していると判
断したからです。

・非金銭報酬の内容は当社の株式です。

・2021年6月24日開催の臨時株主総会において、取締役および監査役の報酬等の額を以下のとおり決定しております。

取締役の報酬限度額 年額500百万円以内（うち社外取締役分70百万円以内）。

上記とは別枠で、譲渡制限付株式付与のために取締役（社外取締役を除く）に支給する金銭報酬債権の総額は年額100百万円以内。

監査役の報酬限度額 年額150百万円以内。

なお、2026年6月24日開催の第5回定時株主総会において、監査等委員会設置会社へ移行する定款の一部変更が決議されたことに伴い、取締役
（監査等委員である取締役を除く）の報酬の方針および手続が改訂されております。改訂後の報酬の決定方法・方針につきましては、本報告書Ⅱ
１．【取締役報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご覧ください。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬の方針および手続

(１) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、「透明性」「公正性」「客観性」を確保したうえでグループ報酬委員会にて審議し、報

酬制度の設計ならびに具体的な報酬額については、取締役会にて決定いたします。

(２) 取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬については、持続的な企業価値向上に資する報酬設計とし、具体的には、

固定報酬のほかに短期インセンティブとなる業績連動賞与、中長期インセンティブとなる株式報酬制度で構成することといたします。

(３) 社外取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、経営の監督機能を十分に機能させること、および、少数株主の利益を代弁

する役割を期待することを目的として、固定報酬および固定報酬の10％を目安とする在籍条件型譲渡制限付株式報酬で構成することといたしま
す。

《業績指標に連動しない金銭報酬に関する決定方針》

【固定報酬】

取締役の基本報酬は、年額固定報酬とし、役位（職位）、職責、在任期間に基づきその額を決定し、月例で支払うものとする。

《業績連動報酬等に関する決定方針》

【業績連動賞与】

取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の業績連動賞与は、役付取締役は年額固定報酬に役位（職位）毎に定めた賞与算出
係数と前年度の会社業績（営業利益等）に応じた支払係数を乗じることにより賞与支給額を決定し、毎年一定の時期に支給するものとする。

また、使用人兼務取締役については、使用人分賞与に包括しインセンティブ付けを行うものとする。

《非金銭報酬に関する決定方針》

【譲渡制限付株式報酬】

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、毎年一定の時期に、
株主総会で承認を得た上限金額・上限株式数の範囲内において譲渡制限付株式を付与する。個別の取締役に付与する譲渡制限付株式の個数
については、在籍条件型譲渡制限付株式報酬では役位（職位）、職責、在任期間等を考慮して決定する。業績連動型譲渡制限付株式報酬では、
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）が長期的な企業価値向上に向け取り組むべき課題等を指標とし、達成により付与す
る。

《報酬等の種類ごとの割合に関する決定方針》

固定報酬、業績連動賞与、譲渡制限付株式報酬の構成割合については、中長期的視点で経営に取り組むことが重要との考えから、基本報酬（固
定報酬）の水準と安定性を重視したうえで、単年度業績の向上と株主利益の追求にも配慮して構成するものとする。

取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の報酬等の種類ごとの割合は各事業年度の業績により報酬額が決定されるため確定
しないが、標準ケースの場合、固定報酬、業績連動賞与、譲渡制限付株式報酬のおおよその割合は、以下となる。

固定報酬：業績連動賞与：譲渡制限付株式報酬＝50：20：30

《取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容についての決定の方法》



各取締役（監査等委員である取締役を除く）の具体的な報酬の額は、取締役会が、株主総会において承認を得た報酬等の上限額の範囲内にお
いて、社外取締役で構成される諮問委員会「グループ報酬委員会」の答申を踏まえ決定する。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、取締役会事務局（グループ経営企画部）、グループ総務部が窓口となりスケジュール連絡やニュースリリース伝達などの
サポートを行っております。

また、重要な案件に関する事前連絡を徹底し、取締役会、監査等委員会での議論に資するよう、情報共有を図っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社には、相談役・顧問制度はありますが、現在、会社の経営に深く関与するような、該当者はおりません。

なお、代表取締役社長等を退任した者が相談役あるいは顧問に就任する場合でも、遂行する職務は前任経営者としての助言あるいは個別に委
託された特定の業務に限られ、経営全般には一切関与いたしません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役会は原則毎月1回、必要ある場合は臨時取締役会を随時開催し、法令、定款および当社関連規程の定めに従い、経営戦略の方針や経営
に係る重要事項を決定し、業務執行に対する監督を行っております。

また、経営会議を原則毎月１回開催し、経営に関する案件の審議・決定、経営方針や経営戦略等の重要案件の審議を行っております。

監査等委員会は定期に開催され、必要ある場合は随時開催し、法令、定款および当社関連規程の定めに従い、取締役の職務の執行に対する監
査等を行うほか、監査等委員である取締役は、取締役会その他において、取締役の職務の執行について適宜意見を述べております。

さらに、監査等委員会、会計監査人、グループ監査部による監査が、各々の監査計画に従い実施され、社長、取締役会に報告されることとしてお
ります。社長と監査等委員・会計監査人、監査等委員と会計監査人、会計監査人と財務担当取締役が定期、不定期に会合を開催し、連携を保っ
ております。会計監査人については、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、指定社員たる公認会計士が当社の会計監査業務
を執行しております。

なお、詳細につきましては、本報告書Ⅱ１．【取締役関係】、【監査等委員会】、【任意の委員会】、【取締役報酬関係】および【社外取締役のサポート
体制】をご参照ください。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、コーポレート・ガバナンスの充実を株主価値向上のための重要課題であるとの認識の下で、

経営に関する意思決定のスピードをさらに高めるとともに、取締役会における審議の一層の充実、経営の監督機能の強化、経営の透明性・公正
性の向上に努めております。

当社といたしましては、現在のコーポレート・ガバナンス体制が、経営の透明性を一層向上させるとともに意思決定のさらなる迅速化を可能とする
と考えており、現体制を採用しております。

今後も、現体制の一層の充実・強化を図ってまいります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

法定期限より1週間早い総会日の3週間前を目処に発送を行っております。

また、招集通知発送日前に当社および東京証券取引所のウェブサイトに全文を掲載して
おります。 2026年6月開催の定時株主総会においては、6月5日に招集通知を発送、ウェ

ブサイトへの掲載は5月26日に実施いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
開催日の設定に関しては、より多くの株主の皆様にご参加いただけるよう、集中日を避け
るよう留意しております。

電磁的方法による議決権の行使
パソコンやスマートフォンから株主名簿管理人の議決権行使サイトを利用して電磁的に行
使することができます。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、株式会社ICJの機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しており
ます。

招集通知（要約）の英文での提供 あり

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

株主・投資家等との建設的な対話を促進することを目的として、「ディスクロー
ジャーポリシー」および「IR基本方針」を定め、当社ホームページに公表してお
ります。当該方針に基づき、金融商品取引法および東京証券取引所の定める
適時開示規則を遵守し、適時・適切な情報開示に努めております。また、投資
家との対話を通じて把握した意見・要望については、必要に応じて経営陣に報
告し、経営に反映しております。

当社ホームページ＜ディスクロージャー・ポリシー＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/strategy/disclosure_policy.html

当社ホームページ＜IR基本方針＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/strategy/ir_policy.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催

当社は、個人投資家の皆さまに対し、当社事業や経営方針への理解を深めて
いただくことを目的として、個人投資家向け説明会を定期的に開催しておりま
す。

これらの説明会は、証券会社等が主催するIRセミナーやオンライン説明会等を
活用して実施しており、当社代表者またはIR担当責任者等が登壇し、事業内
容や業績、経営方針等について説明を行っております。

説明会で使用した資料等については、当社ホームページに掲載しております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに、半期に1回、第2四半期および年度決算発表後
に決算説明会を開催しております。これらの説明会では、代表取締役のほか、
IR担当役員である財務管掌取締役等が登壇し、経営方針や事業内容、業績お
よび財務戦略等について説明を行っております。また、説明会はオンライン配
信を実施しており、機関投資家、アナリスト等、多様な参加者層に対して双方
向の情報提供を行っております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
※定期的な説明会は実施していませんが、決算説明会等については、質疑応
答も含めてIRウェブサイト上に、音声オンデマンド配信及びトランスクリプトを英
語で掲載しています。

なし



IR資料のホームページ掲載

株主・投資家の皆さまに対する情報提供の充実を図るため、以下のIR関連資
料を当社ホームページのIRライブラリに掲載しております。

・有価証券報告書、半期報告書

・決算短信および決算説明会資料

・適時開示資料

・コーポレート・ガバナンス報告書

・内部統制報告書

・株主総会関連資料（招集通知、事業報告等）

・統合報告書、会社案内等

主要資料については、英文での開示も行っており、開示のタイミングについて
は、日英同時開示を基本としつつ、日本語版の開示後速やかに提供するよう
努めております。

当社ホームページ＜株主・投資家の皆さまへ＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/

当社ホームページ＜IRライブラリ＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/invest/library/

IRに関する部署（担当者）の設置

IR活動を担当する部署として、グループ経営企画部コーポレートコミュニケー
ション課を設置し、IR専任の担当者のもと、株主・投資家との建設的な対話お
よび情報開示の推進ならびに問い合わせへの適切かつ迅速な対応を行って
おります。

＜IRに関する問い合わせ窓口＞

グループ経営企画部コーポレートコミュニケーション課

電話番号　03-5484-8366

メール　kouhou@aska-pharma.co.jp

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社企業行動憲章および社内規程（コンプライアンス行動規準）を設け、ステークホルダー
の立場の尊重を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、経営理念に基づき、グループ全体で継続的な成長と社会への貢献の両立を目指
し、環境・社会・ガバナンスに関する取り組みを推進しております。

環境面においては、事業活動に伴う環境負荷の低減を重要な課題の一つと認識し、省エ
ネルギーへの配慮を含め、各事業拠点において環境保全に関する取り組みを行っており
ます。また、気候変動問題については、企業経営に影響を及ぼし得る重要な課題であると
の認識のもと、気候変動がもたらすリスク・機会を把握、整理し、TCFD提言に沿った情報
開示を当社ホームページにて行っております。

社会面においては、人権の尊重、従業員の健康および労働環境への配慮を前提として、
取引先との公正かつ適正な関係を維持しながら事業活動を行っております。また、自然災
害等のリスクに備え、危機管理マニュアルや事業継続計画（BCP）の整備および定期的な
見直しを行っております。

これらサステナビリティに関する取り組みを推進するため、当社は「ESG委員会」を取締役
会から独立した諮問委員会として設置するとともに、サステナビリティ担当取締役の選任お
よび専門部署の設置により、推進体制の強化を図っております。ESG委員会は、気候変動
に係るリスクおよび機会を含むESG戦略について審議・決定し、ESG推進会議を通じて、定
期的に（年2回以上）取締役会に答申・報告を行い、グループ全体のリスク管理に活用して
おります。

また、当社のCSR活動、環境・社会・ガバナンスに関する取り組み、ならびにそれらと経営
戦略・財務情報との関係性については、統合報告書およびサステナビリティサイトを通じて
開示するとともに、定量データについては「ESGデータブック」として整理し、当社ホーム
ページにて開示しております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーとの信頼関係の構築を重要と考え、
対話（ステークホルダーエンゲージメント）を重視しております。ステークホルダーの期待・
要請を把握し、これを経営および事業活動に反映することで、持続的な成長と企業価値の
向上に努めております。

情報提供については、法令および東京証券取引所の定める諸規則を遵守し、ディスクロー
ジャーポリシーおよびIR基本方針に基づき、適時・適切かつ公平な情報開示（法定開示お
よび適時開示等）を行っております。

また、環境・社会・ガバナンスに関する情報については、サステナビリティサイトおよび統合
報告書等を通じて開示しております。

具体的な取り組み内容については、当社ホームページに開示しております。

当社ホームページ＜ステークホルダーエンゲージメント＞

https://www.aska-pharma-hd.co.jp/csr/social/stakeholder_impacts.html

その他

当社は、持続的な成長と企業価値の向上を図るため、従業員一人ひとりの多様なスキル
や能力を最大限に活かすことが重要であると考えております。そのため、人材の多様性の
確保、働きやすい職場環境の整備および人材育成に継続的に取り組んでおります。

人材の多様性については、将来の経営の中核を担う人材層を含め、女性やキャリア採用
者など多様な人材の登用を進めております。また、従業員がそれぞれのライフステージに
応じて能力を発揮できるよう、仕事と子育ての両立支援を含む各種施策に取り組んでおり
ます。

さらに、当社は、従業員と組織、社会が相互に「健康」という価値を共有できるよう、健康経
営を推進しております。従業員の健康管理にとどまらず、心身の充実や自律的な成長を支
援することにより、組織の生産性および創造性の向上を目指しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、2026年6月24日の取締役会において「内部統制システムの構築に関する基本方針」を決議いたしました。現在の基本方針は以下のとおり
となっております。今後も社会の変化に応じて見直しを行い、内部統制システムの適切な運用と改善・強化に努めてまいります。

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確

保するための体制

・当社および子会社は、コンプライアンス・プログラムを制定し、国の内外を問わず、人権を尊重するとともに、関係法令、規則等を遵守するととも
に、その精神を尊び、高い倫理観と社会的良識を持って行動する旨を定めている。

・当社および子会社は、この実践のため、取締役が率先垂範して本プログラムに従い行動するとともに、コンプライアンスに関する啓発、教育を通
じてグループ全体への企業倫理の徹底を図る。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・取締役は、その職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）、その他の重要な情報を文書規程、その他の規程に基づき適切に保存し管理する。

・当社は、グループ文書管理規程に基づき、グループ全体の情報の保存および管理体制を構築する。

・当社は、情報セキュリティポリシーに基づき、情報資産の安全性および信頼性の確保に努める。

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、経営危機管理規程に基づき、リスクの分類、有事の際の情報伝達体制等を規定しており、リスク管理に関する啓発、教育を通じて、グ
ループ全体としてのリスク管理体制を徹底する。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は、取締役会を原則として毎月1回、必要ある場合は臨時取締役会を随時開催し、経営の執行方針、経営に関する重要事項を決定し、業務
執行を監督する。

・当社は、経営会議を原則として月1回開催し、経営に関する案件の審議・決定、経営方針や経営戦略等の重要案件の審議を行う。

・当社は、持株会社体制により、グループ戦略の策定および推進ならびに子会社の統括に特化し、効率的に職務を執行する。

・当社は、業務の効率性と内部統制の実効性を確保するためＩＴ化を推進する。

⑤ 当社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・当社は、コンプライアンス・プログラムを策定し、定期的な教育およびその浸透度の調査を通じて当社およびグループ従業員に周知徹底する。

・当社は、コンプライアンスに関する相談窓口として内部通報制度を活用する。

⑥ 次に掲げる体制その他の当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・当社は、子会社の統括部署を定めて総合的に管理するほか、取締役会や経営会議にて、情報を共有する。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・各子会社は、当社の統括部署の指揮のもと、リスク管理に関する体制を強化する。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・各子会社は、当社の統括部署の指揮のもと、職務の執行が効率的に行われる体制を強化する。

・当社は、子会社の事業遂行のための適切な支援を行う。

ニ．子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・当社内部監査部門が、内部監査規程に基づき監査を実施する。

・当社は、内部通報制度を子会社も対象に含めて運用する。

・当社は、財務報告に係る適正性を確保するために必要な内部統制を整備し、財務報告の信頼性の確保に努める。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人（補助使用人）に関する事項、補助使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項

および監査等委員会の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・当社は、監査等委員会から求めがあった場合は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を配置する。

・当社は、補助使用人の任命、人事異動につき、事前に監査等委員会の同意を得る。

・補助使用人に対する指揮命令権は監査等委員会に属するものとし、補助使用人の人事考課は常勤監査等委員が行う。

・補助使用人は、監査業務に必要な命令に関して取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けないものとする。

⑧ 次に掲げる体制その他の当社の監査等委員会への報告に関する体制

イ．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、職務執行に関して重大な法令、定款違反、企業行動基準違反もしくは不正行為の事実、ま
たは会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく取締役会および監査等委員会に報告する。

・当社は、内部通報制度を活用し、監査等委員会に報告する体制を強化する。

ロ．子会社の取締役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制

・子会社の監査役は、当社の監査等委員と定期的に会合して、相互に情報提供や意見交換を行う。

・各子会社は、経営会議での報告事項等を監査等委員会に報告する。

・子会社においても、当社の内部通報制度を活用し、監査等委員会に報告する体制を強化する。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社は、内部通報制度の相談内容について秘密を厳守し、相談した者への不利な取扱いを禁止する。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の

処理に係る方針に関する事項

・当社は、監査等委員の請求に基づき、監査等委員の職務の執行上必要な費用の全額を支払う。

⑪ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制



・社長は、定例会合だけでなく可能な限り会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見の交換のほか、意思の疎通を図る。

・社長は、監査等委員、会計監査人との連携を図り、実効ある監査を支援するため、内部監査部門の充実を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

（１）当社は反社会勢力との一切の関係を持ちません。また反社会勢力から接触を受けた時は、ただちに警察に通報するとともに、暴力的要求や
不当請求に対しては法律顧問弁護士と連携して組織的に対処します。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

（１）当社は企業行動憲章に、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決し、不当、不法な要求には一
切応じない旨規定しております。

（２）当社企業行動憲章は、当社ホームページに掲載しております。

（３）当社グループの全役員および使用人は、企業行動憲章、コンプライアンス行動規準および内部通報制度等が記載されたコンプライアンス・プ
ログラムの遵守に努めております。

（４）これら勢力に対する対応は、グループ総務部が統括し、特殊暴力防止対策連合会に加盟する他、所轄警察署および株主名簿管理人等から
最新の関連情報を収集するなど、不測の事態に備えるよう努めております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、ダルトンらによる当社株券等の大規模買付行為（以下「本大規模買付行為」）がなされた場合における「大規模買付行為等への対応方針
（いわゆる有事型買収防衛策）」を導入しております。 本方針は、本大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するか否

かを株主の皆様が適切に判断するために必要な情報および時間の確保などを行うため定めるものです。

また、取締役会の恣意的な判断や経営陣の保身目的での利用を厳格に排除するため、当社は業務執行から完全に独立した社外取締役のみで
構成される「独立委員会」を設置いたしました。取締役会は、本方針に基づく対抗措置の発動・不発動等の決定に際しては、同委員会の勧告を最
大限尊重いたします。また、ダルトンらが本対応方針所定の手続を遵守せず大規模買付行為等が行われた場合には本対応方針に基づく対抗措
置を発動することについて、独立委員会の勧告を受けたうえで2026年6月24日開催の当社第5回定時株主総会において上程され、当社の株主の
皆様よりご承認をいただいております。

なお、本方針の具体的な内容およびスキーム等の詳細につきましては、当社ホームページに掲載しております。

当社ホームページ＜IRニュース＞

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4886/tdnet/2821649/00.pdf

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4886/ir_material3/278894/00.pdf

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



選任・解任

助言

相談

相談

助言

株主総会

会
計
監
査
人

顧
問
弁
護
士

取締役会監査等委員会
グループ指名委員会
グループ報酬委員会

ESG委員会

グループ・コンプライアンス
推進委員会

代表取締役社長

グループ監査部
経営会議

（グループ事業戦略会議含む）

執行役員
[業務担当部]

監査等 諮問

諮問に
対する答申

報告

経営監督

指揮監督

報告・連携 指示

報告

報告・提案 報告・提案

持株会社および
グループ会社の監査

[グループ会社]

選任・解任

取締役（監査等委員） 取締役（監査等委員を除く）

選任・解任

監査

報告・連携

連携

指示



当社は社内規程として「グループ広報規程」を定め、金融商品取引法および東京証券取引所の定める適時開示規則
により開示が要請される重要事項、全社各部門およびグループ子会社各部門で入手した重要情報ならびに投資判断
に重要な影響を与えると思われる情報について、的確な会社情報の適時開示に努めております。
情報開示に関する決裁を広報担当執行役員が、情報開示をグループ経営企画部がそれぞれ担当し、情報の管理、推
進を行っております。
全社各部門およびグループ子会社各部門は、適宜｢情報開示申請書｣を通じて、重要情報の報告に努めております。
また、取締役会は、情報開示に関し会計監査人および監査等委員会から、定期的な会計監査に加えて助言・指導を
受けております。
全社各部門、グループ子会社各部門およびグループ経営企画部は、情報開示に関する社内体制の運用につき、定期
的に内部監査部門（グループ監査部）の監査を受けております。



スキル・マトリックス

氏名 役職 企業経営
研究開発・
知的財産

営業・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

医学・薬学
グローバル
ビジネス

財務・会計
法務・

リスク管理
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ・

ESG

山口 隆
代表取締役
会長

● ● ●

山口 惣大
代表取締役
社長

● ● ● ● ●

丸尾 篤嗣
代表取締役
専務取締役

● ● ● ● ●

森 麻衣子
取締役
常務執行役員

● ● ●

山口 文豊
取締役
常務執行役員

● ● ●

粟林 稔 社外取締役 ● ● ● ● ●

榎戸 康二 社外取締役 ● ● ● ● ●

苅田 香苗 社外取締役 ● ● ●

加藤 聖子 社外取締役 ● ● ●

ジェームス・
フェリシアーノ

社外取締役 ● ● ● ●

軍司 国弘
取締役
（監査等委員）

● ● ● ●

木村 高男
社外取締役
（監査等委員）

● ● ● ●

山下 功起
社外取締役
（監査等委員）

● ● ● ●

各スキルの選定理由

サステナビリティ・ESG
当社グループは、サステナブル経営に取り組み、企業の経済的価値の最大化と社会的価値の向上を両立させることで、企業価値向上を目
指しています。そのためには、サステナビリティ・ESG分野における確かな知識・経験・実績を持つ取締役が必要です。

グローバルビジネス
ヘルスケア事業において、国内市場だけでなく国際市場への適応と戦略的展開が不可欠でありグローバルな規制や市場動向の理解とリ
スク管理が必要です。

財務・会計
正確な財務報告はもとより、安定的な財務基盤の確保と資本効率向上の両立や、適切な株主還元を実現する財務資本戦略を策定・推進
するためには、財務・会計分野における確かな知識・経験・実績を持つ取締役が必要です。

法務・リスク管理
適切なガバナンス体制の確立は持続的な企業価値向上の基盤です。法令・企業倫理遵守を徹底するコンプライアンス体制を推進するた
めには、法務・リスク管理に関する確かな知識・経験・実績を持つ取締役が必要です。

研究開発・知的財産
アンメットメディカルニーズに応える製品の継続的な創出には、オープンイノベーションによる研究開発力の強化や、知的財産活動のグ
ローバル化が不可欠です。それらを推進するためには、研究開発・知的財産に関する確かな知識・経験・実績を持つ取締役が必要で
す。

営業・マーケティング
医療やアニマルヘルスの事業環境が急速に変化するなか、デジタルを活用した営業・マーケティング戦略を推進し、医薬品や製品に付
随する適正使用情報を提供し続けるためには、営業・マーケティングに関する確かな知識・経験・実績を持つ取締役が必要です。

医学・薬学
当社グループが目指すトータルヘルスケアカンパニーの実現に向け、予防から検査・診断、治療、予後に至るまで、人と動物の健康に
広く貢献するためには、医学・薬学分野における確かな知識・経験・実績を持つ取締役が必要です。

監査等委員
である取締

役

取締役（監
査等委員で
ある取締役
を除く）

　（注）取締役が保有するスキルで、中期経営計画達成に向け取締役に特に期待するスキルを示しています。

スキル項目

企業経営

スキル選定理由

事業環境が大きく変化し、不確実性が高まるなか、当社グループが目指す「スペシャリティファーマを基盤とするトータルヘルスケアカ
ンパニー」の実現に向け、中長期的に持続可能な成長戦略を策定・推進するためには、医療・製薬業界のみならず、企業経営全般に関
する広範な知識・経験・実績を持つ取締役が必要です。
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